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1　はじめに
我が国が目指すべき未来社会の姿として第５期科学技術

基本計画 [1] において提唱された、「サイバーとフィジカルを
高度に融合し、IoT（Internet of Things）、ロボット、人
工知能（AI）、ビッグデータ等の新たな技術をあらゆる産
業や社会生活に取り入れてイノベーションを創出し、一人一
人のニーズに合わせる形で社会的課題を解決する新たな社
会」が Society5.0 である。そこではインターネットや実社
会で集められたビッグデータと、そのビックデータの活用技
術としての機械学習に基づくAI 技術が主要な役割を果た
す。IoT デバイスや次世代通信技術によってさらに実社会
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Society5.0の実現のために、人工知能技術（AI技術）の社会実装を進める上での課題がある。計算モデルが現象を十分に近似する
ためには、適用する利用方法（ユースケース）にAI技術を埋め込んだ上でデータ収集と計算モデル化、価値創出と向上を同時、持続
的に行う必要がある。そこでステークホルダーの評価を計算モデルに反映するために人と相互理解できるAI技術を用いて、ステークホ
ルダー間の相互理解に基づく共創的ユースケース開発、トランスディシプリナリー型のオープンイノベーションを実行することでデータ
知識循環型サービス・システムを構築し、価値創出と向上を実現する。このシナリオを実現するため産総研人工知能技術コンソーシアム
（AITeC）の仮説、実装、検証について述べる。
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の多様な活動が常時観測、収集されることで時間・空間解
像度の高い実社会ビッグデータが今後集積されることが予
想される（図 1）。従来のインターネットや携帯電話サービ
スでは利用者が操作しないとデータは取れないのに対し、
IoT デバイスやセンサーを通じて人間が操作しなくても大量
データが高速に集められるようになる。この時、データの
中には状況依存性が高い、「今だけ」「ここだけ」「その人
にだけ」といった固有の情報が埋め込まれる。またサービ
ス・システムの利用頻度の向上や性能向上にしたがってそ
の時間空間解像度が高いものになる。この従来のインター
ネット上のビッグデータとは性質が異なる時間空間解像度

−　人と相互理解できる人工知能技術による
Society5.0実現へのシナリオ　−

—The scenario towards Society 5.0 by artificial intelligence (AI) technologies that enable mutual 
understanding between AI and humans—
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が高い実社会のビッグデータから実社会の現象を計算モデ
ル化し、価値を生むための計算を行う技術が Society5.0
の実現シナリオのためには重要となる。

この実社会ビッグデータから機械学習、AI 技術によって
現象を予測、近似できる計算モデルが構築できると、サイ
バー空間の中でその現象を、フィジカル空間の実社会よりも
高速に計算可能、シミュレーション可能になる。いわばこれ
が Society5.0 の要諦であると言える。AI 技術が社会実装
され、様々な場面で実際に利用されることになれば、社会
の中にある不確実性のもとでも、AI 技術を使って予測する
ことでリスクやコストを低減し、ベネフィットを向上させるこ
とが期待されている [1]。このリスク、コストの低減、ベネフィッ
トの向上をもたらすことをこの論文では価値創出とする。

価値創出は次のようなシナリオで実現することが考えら
れる。社会のサイバーフィジカルシステム化、つまり社会の
中の多くのサービスがシステム化され、リアルな実空間の
活動がデジタル化され、ネット空間と融合する社会・生活
の変革（イノベーション）が加速する。

そのためには、サービスに関する工学やモデル化の研
究 [2]-[6] やその発展としての応用システム化が重要である。
またこの時、AI 技術によってサービスを実行する応用シス
テムであるサービス・システム用語 1 とデータ収集の基盤が一

体となり社会実装され、多数の利用者がサービスを利用す
る度に実社会ビッグデータが加速的に増大すれば、機械
学習による計算モデル化、その計算モデルを用いたサー
ビス・システムの性能向上、価値向上が可能になる。その
ためには、利用者にとっての価値の増大が不可欠である
ため、具体的な社会実験、実証事業に早期に着手し、改
善ループを持続すること、さらなる価値の飛躍的向上のた
めに利用者や関連するステークホルダーの評価を計算モデ
ル、サービス・システムに反映することが重要である。

そこで、この論文では、Society5.0 を目的とした AI 技
術の社会実装への取り組みとして、産総研人工知能技術
コンソーシアム（AIST Artifi cial Intelligence Technology 
Consortium、 AITeC）[7] の仮説、実装、検証について述
べる。これは、シンセシオロジー論文の第三の課題である「社
会導入に向けた構成」[8] として位置付けられるものである。
AITeC は産総研コンソーシアムの制度に基づき、産総研人
工知能研究センターと同時に 2015 年 5 月 1 日に設立され
た。その後、5年間の期間の活動を通じ、ニーズ、データとシー
ズをマッチングしてビックデータの成長スパイラルを回すAI
技術の社会実装の場を創出し、参加機関が集まり、具体
的な課題に対する実証実験が多数行われた（図 2）。以降
では AI 技術の社会実装シナリオと課題、AITeC の仮説と
実装、それにより明らかになった定性的検証、今後の展望
について述べる。

2　AI技術の社会実装のシナリオ
2.1　社会実装の課題

まず、Society5.0 実現を目的とした構成型研究におけ
るシナリオ [10] の開発に向けた課題を整理する。AI 技術
の中核である機械学習はデータから計算モデルを学習
するものであるが、実社会においてはその背後にある現
象は常に変動しているので、計算モデルが現象に追従

図1　社会のサイバーフィジカルシステム化
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図 2  産総研人工知能技術コンソーシアム
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するためには、適用する利用方法（ユースケース）に埋
め込んだうえで持続的にデータ収集と計算モデル化を行
う必要がある。またそのためには、多くの利用者の高頻
度かつ持続的な利用を動機付ける価値創出が必要となる。
価値を高めるためには利用者や関係者となる多様なステー
クホルダーの評価や解釈をモデルに反映することが有効で
ある。そのためには、利用者や関係するステークホルダー
が協働できる異分野を越えた連携であるトランスディシプリ
ナリー用語 3 型で取り組むこと、そこで共創的なユースケース
開発を行うことが考えられる。さらに人の知識や評価を反
映するために、人と相互理解できるAI 技術 [9] を適用する。
これにより学習した結果としての現象モデルが人にとって理
解できるものであることが、各ステークホルダー間のインタ
ラクションや相互理解を促進し、新たな価値に気づく共創
的なプロセスを生じるためには重要な特性となる。ここでは
人の知識と実社会ビッグデータを融合させてこれを循環さ
せるサービス・システムをデータ知識循環型サービス・シス
テムと呼ぶことにする。

データがなければ機械学習による性能向上が進まない。
また実社会の現象は常に変動し、変動に応じたデータ更
新が必要であるため、新たなデータを持続的に集めるこ
とが重要になる。そこで、AI 技術をサービス・システムと
して早期に社会実装することにより、そのサービス・シス
テムを通じて新たなデータを持続的に集める方策が必要と
なる。そのために、具体的なユースケースのもと、利用価
値のあるサービスの提供とデータ収集を同時に行い、その
集まった実社会ビッグデータで機械学習を実行し、その結
果構築される計算モデルを活用して利用者やステークホル
ダーの価値が向上（ベネフィットが高まり、リスク、コスト
が低減）することを確認する。この取り組みにより、ニーズ
のあるユースケースが開発され、サービスの利用者とデータ
量が増大し、機械学習によりサービス・システムの性能が
向上することで、さらに価値創出が進む（図 3）。

以上の考察から、分野を越えたステークホルダー間の共

創を持続、発展させるためのトランスディシプリナリー型オー
プンイノベーションを促進する「場」として、データや現象
モデル、方法論、ユースケース、事例に関する共通基盤を
構築し、コミュニティ運営を行う主体として、AITeC が構
想された。
2.2　ステークホルダーの共創

AI 技術を社会実装し、現実問題に適応するためのフレー
ム設定や現場における暗黙的知識の抽出、目的変数と説
明変数を設定したデータ収集とモデル化、目的変数の予測
からどのように価値を出すのかというサービス・システムの
設計において、現場のステークホルダーの主体的な関与が
必要である。現場の利用者が問題解決の対象となる現象
について初期仮説を持っている場合には、目的変数に対し
て、何が影響を与えるのかという説明変数との間の関係を
説明できる事前知識は現場の利用者自身が持っていること
が多い。機械学習の専門家が、この利用者が持つ事前知
識、すなわち目的変数と説明変数やそれらの間の関係を観
測可能な定量的な変数に対応付けることができると、相互
の間で共通の現象モデルとして理解ができ、適切な計算モ
デルが選択できる。また、これを初期仮説として目的変数
と説明変数を実際の現象から観測して、起こり得る場合を
網羅したデータから学習すればその結果の計算モデルはさ
らに望ましいものになる。この機械学習の専門家と現場の
利用者がそれぞれの分野を超えて連携するトランスディシ
プリナリー型の体制による共創的活動が AI 技術を現場に
導入するために重要なアプローチとなる。逆に、事前知識
がないままにただ現場のデータを収集しても、適切な目的
変数がない場合や、目的変数に大きな影響を与える説明変
数が観測されていない場合、起こり得る場合が網羅されて
いない場合には、統計データとしては目的変数に関する隠
れた交絡因子が多く、ランダム性が高く、起こり得る場合
が欠損したものとなるので、当然その学習結果の計算モデ
ルは信頼性の低いものになってしまう。

データから計算モデルを構築する機械学習において、

図 3 実社会データ、機械学習、サービス、価値創出の成長スパイラル
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データそのものの中には含められていない背景情報（デー
タの取得範囲、データの意味を表す属性、データの生成過
程に関する制約条件等）を機械学習におけるフレームと考
えると、この暗黙的なフレームがわからないというこの問
題は、人工知能分野で良く知られる「フレーム問題」[15] が
機械学習において顕在化したものとして考えることができ
る。AI 技術の社会実装を進めるためには、このフレーム
を実社会に適合するよう、明示的に扱うために、人からの
知識やフレームに関するデータも収集することが必要にな
る。生活中のフレームやヒトの主観的な暗黙知等を収集す
るために、人の心理や行動から情報を引き出し、データと
知識を融合して確率モデルを構築する方法 [16] や人と相互
理解できるAI 技術 [9] が活用できる。
2.3　社会のデジタルトランスフォーメーション

実社会ビッグデータからの確率モデリングは、社会のデ
ジタルトランスフォーメーション用語 2 を進めるものである。
時間や空間の解像度が高い実社会のビッグデータは複数の
異なる解像度における変数間の関係をモデル化することに
よって、ミクロな情報とマクロな情報を一貫性を持って整合
できる。一方、従来の統計（集計表や平均、分散等の統
計量）では、国の年単位の指標のようなマクロな情報、そ
れより細かい県レベルの空間単位や月ごとの時間単位のよう
なメゾスコピックな情報、さらにミクロな市町村で日々扱う
ような時間・空間単位の情報はこれまで各階層で独立に計
算されることが多く、必ずしも全階層を通じて一致性を持つ
とは限らず、近年その統計の精度や信頼性を保証すること
は大きな社会課題でもある。従来のマクロ統計の情報が単
なる集計値で、個々のミクロな現象には戻れないのと違っ
て、確率モデリング技術によって、解像度の高い実社会ビッ
グデータから個々の現象を積算し、それが上の階層表現で
のマクロレベルの数値になる一連のプロセスがサイバー空
間の計算過程として実行できると、確率モデル上の逆の推
論によって、マクロレベルの現象から立ち返ってミクロレベ
ルの表現にたどりつけるようにもなる。つまり、実現したい
マクロレベルの目的変数に対して、どのようなミクロレベル
の状態であればよいか、という推論が実行可能になる。こ
のようなシミュレーションを繰り返し、リスクやコストを低減
し、ベネフィットが大きくなるようなミクロレベルの状態をサ
イバー空間で計算してから、フィジカル空間でそれを実現
する。これが実社会がデジタル化される、デジタルトランス
フォーメーションの意義である。こうした確率モデリング技
術を活用したデータ知識循環型サービス・システムを開発
することは、実社会現象のデータや実社会現象を近似した
計算モデルを集積、共有するための共通基盤 [14] の構築に
もつながる。

3　人と相互理解できるAI技術としての確率モデリング
ここでは Society5.0 の実現シナリオにおいて必要とな

る、人と相互理解できるAI 技術としての確率モデリングに
ついて述べる。

社会現象を計算機上で再現するためには不確実性を考
慮したモデルが必須になる。人の生活やサービス現場で
の現象を説明するモデル化においては記述量・計算量の点
から、扱う対象自体を完全に記述することは困難であるの
で、計算対象としての現象を確率的・統計的なものとして
扱うことにする。例えば、目的変数として人の行動を考え
る。行動を計測できれば、その回数を定量化し、その行
動が生起する確率を考え、さらにその行動が起こる条件と
して典型的な（相互情報量が高い）状況をみつけると、条
件付確率 P（行動｜状況）という形で不確実性を含めて表
せる。さらに個人の行動に限定しない一般化をはかり、よ
く似た人ごとにとる行動が異なる場合、これを条件部に加
えて P（行動｜状況、人のタイプ）とする。この人のタイプ
は利用者の「異質性」とも呼ばれる。この条件付確率の
条件部に入る変数を加えていくことで、来店行動やある商
品を買う購買行動の確率を精度良く予測できれば、あるタ
イプの顧客がお店に来る人数やその顧客が買う商品、サー
ビスを利用する可能性を推定できるので、適切な人員配置
や商品、サービスの準備をすることで人員不足や品切れを
防ぐことができる。つまりサービスの最適化が図れる。こ
うしたデータに基づくモデル化、最適化を日常業務の中で
自動的に行い、その日の状況や顧客のデータを持続的に集
め、確率モデルも新たなデータによって更新することがで
きれば、予測精度をさらに高めていくことができる。これ
を実現するために条件付確率のモデルをデータから自動的
に構築するためにベイジアンネットワーク技術 [11] やその拡
張としての確率モデリング技術を適用する [12][13]。ベイジア
ンネットワークの変数間の関係はグラフ構造として表わされ
るため、人が理解し、編集もできる。これによって問題領
域についてのフレーム、ステークホルダーの知識等を組み
込み、データと融合してモデルを構築することもできる。

利用者の異質性については、行動の類似性によってセグ
メント化することを考える。購買行動であれば、会員カード
等の顧客 ID と製品 ID が記録された ID-POS データに対
して確率的潜在意味解析（PLSA）を活用して利用者の異
質性を潜在セグメントとして抽出し、さらにそのセグメント
がどのような変数と関係があるかをベイジアンネットワーク
によりモデル化する [13]。このように PLSAとベイジアンネッ
トワークを組み合わせることで、ID-POS データや共通ポイ
ントカードの使用履歴データ等のサービス現場で大量に集
積されているビッグデータから顧客の異質性を表し購買行



研究論文：産総研人工知能技術コンソーシアムにおけるトランスディシプリナリー型のオープンイノベーション（本村）

−5−Synthesiology　Vol.13 No.1（2021）

動や嗜好性、アンケート回答の推定を行うことができる確
率モデル、利用者モデルが構築できる。この利用者モデル
の上で確率推論を実行することで、利用者の選択行動等を
推定することができる。そこで利用者が選択する可能性の
高いコンテンツを推定し、その候補を提示することで情報
推薦が実行できる。とくに新たに追加されたコンテンツに
も対応できるようにコンテンツ属性を変数として用い、さら
に利用者属性や状況を表す変数もベイジアンネットワークの
ノードとしてモデルに組み込むことで、状況や利用者の傾
向に応じた推薦が可能になる。これは目的変数として選択
行動の背後にある価値観の推定を行うモデルとして考える
ことができる。利用者モデルを使って、顧客それぞれに対
して対応を個別に最適化すること [11][12] や、ある時間やエリ
ア、ある商品に対して主たる利用者を推定して利用者の集
団の特性を推定することでサービスを最適化する方法 [4][13]

等が実現されはじめている。前者は会員カードやスマートホ
ン等と連携したレコメンド（情報推薦）やナビゲーション、
後者は利用者セグメントごとの施策やサービスの最適化と
いう形で実行されることになる（図 4）。

以上の利用者モデルによる価値創出は利用者が商品や
情報を選択するという社会的な現象を、選択行動が生起す
る確率を目的変数として確率モデル化し、その確率が高く
なるよう最適化を行うユースケースになっていた。さらにこ
れを発展させて、ある問題に対するステークホルダーの価
値創出となるようなリスク、コスト、ベネフィットを目的変数
として設定して、実社会現象をモデル化、最適化を考える
ことができる。実社会で価値向上の対象となる現象（リス
ク、コスト、ベネフィット）を計算モデルが十分近似できる
ためには、実社会の現象が生じる背景（フレーム）やプロ
セスといった利用者側の知識も反映して適切な計算モデル
を構築する必要がある。そのため機械学習の専門家と現

場の利用者間のコミュニケーションを促進し、適切な実社
会現象の計算モデル化を行うことが必要になる。双方の共
通理解を促進できる方法は、問題解決の対象となる現象
や価値を明確にして目的変数を特定し、その目的変数に影
響を与えている主要な要素を説明変数としてその関係を構
造として計算モデル化することである。さらに持続的に実
社会現象から生成されるデータから学習し、さらに「対象
とする現象の計算モデル化」により定量的なシミュレーショ
ンを可能にするためには、単に現象を予測する認識モデル
というだけでなく、新たな現象を生成できるような生成モ
デルにする必要がある。そのために、対象となる実社会の
現象から生成されたデータから確率モデルを構築し、さら
にその確率モデルに対して検討したい様々な状況を設定し
て目的となる変数について確率推論を実行し、AI 応用シス
テムであるサービス・システムに適用することで実社会現象
を生成する。

確率モデリング技術によって、実社会ビッグデータから、
目的変数として表した現象を、変数間の関係として人がそ
の現象を理解できるとともに、新たな実社会現象に対する
シミュレーションも実行できる。すると、その現象を人が
理解しながらシミュレーションすることで、AI 応用システム
の援用しながら現場のステークホルダーが協調して実社会
の問題解決を行うことも可能になる。これがデジタルトラン
スフォーメーションや Society5.0 のための要素技術となり、
この方法論を活用した多数のサービス・システムや実証プ
ロジェクトを、具体的なユースケースにおいて実現すること
が次で述べるAITeC の役割である。

4　産総研人工知能技術コンソーシアム(AITeC)
現場のステークホルダーやサービス・システムに関わるス

テークホルダー間のインタラクションを促進し、共創的な

図 4  確率モデリング（PLSA とベイジアンネット）による AI 応用システム
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ユースケースの開発と、サービス・システムによる問題解決
に介在させる仕組みや方法を明らかにすることが AI 技術
の社会実装のためには重要な課題となる。そこで AI 技術
を社会実装するためのシナリオを実現するために i）多様
なステークホルダーを集めたトランスディシプリナリー型の
オープンイノベーションの取り組み、ii）共創的なユースケー
ス開発、iii）データ知識循環型サービス・システムの開発、
の構成要件を持つような場として、AITeC が構想されるこ
とになった。このAITeC 構成シナリオを図 5 に示す。

AITeC は 2015 年 5 月 1 日、国立研究開発法人産業技
術総合研究所人工知能技術研究センターと同時に設置され
た。AI 技術の社会実装、異業種の共創的価値創出による
成功事例を持続的に生む仕組みづくりを目指し活動し、こ
れまでに参画機関数約 250 法人を越え、会員の課題や強
みを共有し、ベストマッチングを模索していく場（ワーキン
ググループ（WG））の形成、AI 技術とビッグデータ活用の
手法・技術・仕組みに関する研究会実施、最新動向の共
有、デザイン・シンキングの実践や小規模プロジェクト立案
やコンテスト、実証実験の実施等を行っている。2015 年度
当初は 14 機関で活動を開始し、2016 年度 23 機関、2017
年度は 86 機関、2018 年度 152 機関、2019 年度は 212 機
関とその参加機関は増加し続け、地域支部も 2019 年度現
在、関西支部、東海支部、九州支部、神戸支部が設置され、
さらに長崎や広島、岡山、長野、岩手等でも地域支部の
設立を念頭にした準備も開始されている。AITeC の活動
により膨大な AI 技術の活用や社会実装に関するノウハウ
が集積され、大規模の異業種連携プロジェクトや公的研究
開発プロジェクトへの展開も始まっている。コンソーシアム
の活動成果として、プロジェクトの活動やそこで開発された
サービス・システム、効果評価等は公開シンポジウムや大
型展示会等を通じて外部にも発信し、社会への普及を促進
している。また 2019 年からは優れたプロジェクトの評価基

準の確立、プロジェクト相互連携促進を目的として優秀な
プロジェクトを評価し、表彰することを開始している。

AITeC に設置されているWG（図 6）は 2019 年の時点
では 18 あり、参加メンバは希望するWG にいくつ参加し
ても構わないという運用、また WG のリーダーは同時に運
営委員として毎月1 回行われる運営委員会での相互交流に
よって、相互の WG やプロジェクトのハブ的人材となり、全
体として緊密な連携がはかられている。

AITeC の WG、プロジェクトのうち、主なものについて
以下で紹介する。

・ものづくりWG：ものづくりに関わる現象全般に関する
デジタルトランスフォーメーションを進め、故障、不良といっ
たリスクや時間コスト、得られるベネフィット等を目的変数
とした計算モデルを構築し、目的変数に対する推定や最適
化により改善をはかるAI 技術の活用について検討、議論、
試行を進めている。とくに再現可能な価値創出の方法論を
定着させるために、デザインシンキングのトレーニング、AI
技術を活用するためのビジネスモデルキャンバス（必要事項
を網羅的に整理できるフレームワーク）や共通フォーマット
の作成等を行い、横断的に比較しやすい形での価値創出
につながる事例創出、共有を進めている。製造業分野で
は情報や知識の守秘性が高く、事例やデータを共有するこ
とが当初難しかったところ、このフレームワークによる抽象
化や、参加メンバ固有の競争領域における事例ではなく、
協調領域のテーマを新たに選定し、これを練習問題とし
て進める等の工夫をしている。具体的なプロジェクトとして
は、ハードディスクのエラーデータ分析、工場内の IoT 導
入推進の事例等がある。

・社会課題解決 WG：自治体とのコミュニティ支援、健
康イベントにおけるAI 技術活用、地域コミュニティのコミュ
ニケーション支援、犯罪予防へのAI 技術応用、ユニバー
サルトイレの GIS データ活用、科学イベントにおけるAI 技
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ナリー型体制/
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図 5  AITeC 構成のシナリオ
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術、ビッグデータ活用等の協調領域プロジェクトを進めて
いる。

・観光 WG：国内の観光に関する AI、IoT、ビッグデー
タの活用シナリオの作成、観光関連調査データの収集、マー
ケティング施策の提案、ヘルスツーリズム開発・評価、具
体的な地域への展開等を進めている。

・データプラットフォームWG：ミクロアグリゲーションに
よるプライバシー保護技術を活用した異なるビッグデータの
相互連携（データフュージョン）、共通プラットフォームの構
築を目指し、健康情報の活用事例の創出、地域展開等を
進めている。

・AI ツール WG：3 章で述べた確率モデリング技術を
Java 言語により実装したプログラムである PLASMA（図
7）や、その他のAI 技術に関する利用方法や事例の検討、
セミナー開催、他の WG への協力等を行っている。顧客
や商品の ID を付与した購買履歴データである ID-POS（ID
付きPoint of Sales）データと AI 技術を活用した応用事
例が多数あり、それに基づくサービス・システムの実装やユー
スケースの共有も進めている。

・データマイニング WG：企業におけるデータ活用の促

進、ビジネス課題を解決するための情報や事例共有を進
め、データ分析スキルの向上、課題解決能力の向上を目指
して、ビッグデータの共有と手法選択のノウハウ共有、具体
的なデータマイニングツールのトレーニング等を行っている。

・深層学習 WG：産総研 ABCI の技術解説、協調領域
でのユースケース検討、建設系への画像認識応用、特許
管理費用予測プロジェクト等を進めている。

・AI リビングラボ WG：AI 技術や IoT 技術を活用して
生活環境、サービス現場でのビッグデータ収集・活用イン
フラ、対話型デジタルサイネージや、AI 自動販売機、小型
ロボットや情報端末によるレコメンドやナビゲーション技術
のユースケース開発等を行っている。具体的なプロジェクト
としては、対話型デジタルサイネージを用いた神戸における
手土産レコメンドサービス、大阪梅田における AI 自動販
売機の導入、大学と連携したアプリ開発、大規模展示会
における来場者のデータ収集等を進め、産総研が開発し
たシーズも含む AI 技術を活用したアプリケーション、サー
ビスの実証を行っている（図 8）。

以上の他に、健康・医療データ利活用により生活者の
安全、安心、豊かな生活を支援する仕組みづくりを目指

図 6  人工知能技術コンソーシアムとワーキンググループ（WG）
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図 7  確率モデリング技術のソフトウェア PLASMA
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す Human-Life WG、 医療用の画像データの共有、活用の
仕組みづくりを行う医用画像 WG、 AI 技術の導入先ユー
スケースの策定、AI 技術導入プロセスの設計と方法論の
一般化を行うユースケース WG、  AI 技術を活用して食品
流通の生産性向上、需給マッチング最適化を目指すサイ
バーフード WG、 教育分野のビッグデータを活用する教育
WG、ビッグデータに現場の知識やフレームを融合させた
社会現象のモデリング、シミュレーションを行うデータ・知
識融合 WG 等がある。

5　産総研人工知能技術コンソーシアム(AITeC)の検証
AITeCは、Society5.0の実現に向けた以下の課題に対応す
るために構想され実装された。
i）トランスディシプリナリー型オープンイノベーション
ii）共創的ユースケース開発
iii）データ知識循環型のサービス・システムの構築
ここでは、AITeCがその狙い通りに機能したかどうかの定
性的検証を試みる。
5.1　トランスディシプリナリー型オープンイノベーション

先に述べたように、AI 技術の社会実装のためには、ト
ランスディシプナリー型の体制が重要である。産総研コン
ソーシアムでは、参加企業が毎年会費を納入した自己財源
を年度予算とし、会則で独自に定める方針に従って組織設
計と運営を柔軟に行うことができた。さらに独自の人事、
運営委員の選定、WG リーダー、プロジェクトリーダーの任
命、地域支部の設置を行うことによって、従来の組織の枠
を越えた異分野の会員が共創するトランスディシプリナリー
型の体制を実現することができた。また実証実験を共同で
実施することで、従来の組織に閉じたデータ管理の枠を越
えたデータ共有、クラウドシステムによるコミュニケーショ
ンの活性化と経験の共有をはかることもできた。これによ

り産総研における共同研究契約の場合には特定の予算で
獲得したデータや資産を外部組織や他のメンバと共有する
ことが難しいところ、コンソーシアムの自己財源で取得した
データやデバイスを後からコンソーシアムに参画したメンバ
にも共有することができた。さらにそれを共有基盤として
活用し、多様なステークホルダー間のインタラクションによっ
て新たなプロジェクトを地域支部等へ水平展開することもで
きた。

また、こうしたプロジェクトの実施結果や報告書、サー
ビス・システム構築のためのソフトウェアも共有することで、
コンソーシアム内のプロジェクトの推進や水平展開のため
に、類似プロジェクトを効率良く高速に着手、実施でき、
ノウハウの波及、メンバ間のインタラクションも促進でき
た。具体的には、次のような効果が示されている。

・ものづくりWG で作成したフレームワーク、AI 版ビジ
ネスモデルキャンパスを他の WG や地域支部でも共有し、
新規プロジェクトの立ち上げ、推進が加速した。

・イベント空間での行動ナビゲーションのアプリケーショ
ンをリビングラボ WG や社会課題解決 WG で試行し、産
総研でシーズ開発を集約し、開発したソフトウェアを企業
に技術移転、それらをソフトウェアモジュールとして組み合
わせることで、多くの新規プロジェクトやサービス・システ
ム構築を加速できた。

・産総研が開発したソフトウェアモジュールを統合し、来
場者の行動を観測し、AI による対話的なインタフェースも
備えた AI タッチラリーと名付けたシステムやAI 自動販売
機のアプリケーションとして実証実験を行い、ユースケース
の改善、運用ノウハウを蓄積した。新たなユースケース開発
と運営ノウハウを相互に進化させながらこれを他の WG や
地域支部に展開し、後述するように大規模商業施設やお
台場の日本科学未来館などに早期に展開できた。

第四次産業構造革命用語 4 を見据えて、シーズ技術の活用
のみならず、それらの共通基盤化、各応用事例のサービス・
システム化、推進体制の仕組み化を同時に進め、さらに課
題がある地域にデータ知識循環型サービス・システムとして
展開し、社会実装をはかる持続的な活動へとつなげる再現
性の高い仕組みとして確立できたと評価できる。地域支部
と各 WG、各プロジェクトを有機的に連携できるようにハブ
となる会員がそれらに同時参加し、主体的な活動を生むこ
とができるように運営委員の選定や新規プロジェクトメンバ
の選定を注意して実施した運営上の方法の効果も大きいも
のであった。過去の情報を蓄積した独自のクラウドシステム
へアクセスできることで、過去に行われたプロジェクトや報
告会の資料を活用し、多様な企業文化や背景の異なるメン
バ間の意識共有や、関心を共通にすることで、人材の少な図 8  AI 技術によるサービス・システムの実装と実証

実フィールドの環境デザイン、リサーチデザイン、ユースケースデザインのノウハウ集積

AI 自動販売機 健康イベント支援 日本科学未来館でのイベント支援

店舗内
顧客行
動分析

2019年
商業施設で
実証実験

大規模展示イベント出展

AI 技術によるアプリケーション、サービスの実証
( 売り場やイベント空間での行動データ観測/分析/推論/推薦 )
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い各地域でのプロジェクト展開なども確実に実現できた点
は、後述するティール型用語 5 の組織運営 [17] を支援できる
AI 技術のあり方に示唆を与えたと言える。

従来とは異なる不確実性の高いプロジェクトを進める方法
論としてアジャイル型開発用語 6 やリーン・スタートアップ用語 7

と呼ばれるものがある。これは不確実性が高く先を見越す
ことが難しい行動計画について、失敗することを前提にリス
ク管理をしながら経験することで組織学習する方法である。
AI は一度使っただけではすぐに性能や結果が出せない。
AI を使い何をするか、そのための仕組みの構築やデータ収
集、計算モデル改善の試行錯誤が必要といえる。各社がそ
れぞれ同じような失敗をするのは非常に効率が悪い。失敗
事例や経験、ノウハウを共有する方が圧倒的に有利になる。
AITeC では、同じ関心のある企業が WG を作り、経験を積
むための実証プロジェクトをコンソーシアムの予算で行うこと
で、実証プロジェクトを通じて問題点やノウハウが共有でき
る。これらの知見を蓄積し、成功事例を自社に持ち帰った
り、他のプロジェクトへ水平展開するという運営をしている。
AITeC では、各参加組織のプロジェクトとしては推進するこ
とが躊

ためら

躇われる不確実性の高い行動計画であっても、自己
財源による経験の共有を一義的な目的とした運用によって失
敗事例を活かし、その後のプロジェクトの成功に貢献するこ
とを支援できた。
5.2　共創的ユースケース開発

AI 技術は、多くの利用者を獲得し、大量のデータを集
積できた時に機械学習により効果を大きく上げることがで
きる。そのため、多くの利用者を獲得できる価値ある利用
方法（ユースケース）を設計する検討が大変重要である。
そのためアルゴリズムや学習の理論だけでなく、価値ある
ユースケースを考える場やユースケース開発の方法論が必要
である。この時、技術側やサービスの提供者側だけでなく、
利用者側の立場からユースケースを検討することで、利用
者メリットになるような AI の活用方法を考え、利用者にとっ
ての価値（リスク、コスト、ベネフィット）が事前に把握で
きる。そこで、異業種の多様な参加者の幅広い観点から
AI 導入シナリオを整理するために、多様なステークホルダー
の間で、提供者と利用者の双方のインタラクションを通じて
検討を行う。それにより潜在的なリスクが事前に明らかに
なり、想定外の価値や潜在的なニーズについても速やかに
気づくことができる。例えば、店舗サービスの場合では、
サービスの利用者や現場の提供者、さらに提供側だが管
理・経営側など、対象となる実社会現象に関連するステー
クホルダーは多岐に渡る。組織間を跨ぐ大規模なサービス
の場合はさらにその関係は複雑なものになる。このような
多様なステークホルダーのそれぞれの立場からサービス・シ

ステムを構築、管理するように多くの実証プロジェクトを展
開し、そこでの経験値を高め、ニーズ抽出やリスク回避、
コスト低減が進むことで成果が出やすくなっている。

このように具体的なユースケースのもとで AI 技術の社会
実装を進め、社会のサイバーフィジカル化を実際に進める
ことで、従来の物理的な生産性の限界を事前の予測や最
適な制御により改善することや、不確実な現象をサイバー上
であらかじめ計算することで、新しい最適な組み合わせを
探すことやリスクとベネフィットを最適化して決定をすること
ができるようになる。学習した確率モデルを活用した予測
やシミュレーションを行うことで、例えば利用者の傾向を
理解して適切なアクションを選択でき、利用者にとっての価
値を向上するサービス改善を行うことができる。このように
具体的なユースケースに基づいて目的変数と説明変数を設
定し、質の高い実社会ビッグデータを収集し、利用者への
サービス提供を通じてさらに確率モデルの学習を進めて、
現場を支援する AI 応用システムを稼働させる。この循環
を回すことで実社会ビッグデータの収集を加速、実社会現
象をシミュレーションできる確率モデルを構築し、さらにそ
の確率モデルを使って人が新たな気づきを得ることで、マ
ネジメントの支援や新たなユースケース開発によって価値創
出（ベネフィット創出、コスト削減、リスク低減）を持続的
に発展させることができる（図 9）。

学習した計算モデルが人間にとって理解が難しいディー
プラーニングの様なブラックボックス型のAI 技術の場合、
人が協調作業を行うことが難しいため、全自動で無人化を
志向する応用事例が多い。一方、「人間と相互理解できる
次世代人工知能技術研究開発」[9] における確率モデリング
技術の場合には、現象を目的変数と説明変数の間の関係
として構造化した計算モデルが得られるため、その結果は
人が理解しやすいものになり、人が気づくことで、サービ
ス・システムやマネジメントに人が介入し協調作業を行うユー

図 9  人と相互理解できる次世代人工知能

AI 応用システム
現場支援技術
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実証事業
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スケースを開発することができる。つまり、AI 技術による
自動実行ができる上に、人がよりよく意思決定できるよう
になるため、人と AI の協働動作が期待できる。この特性
が持続的に働くと、実社会ビッグデータからの機械学習に
よりAI が性能向上しながら、さらに人がその学習結果を
利用することによるサービス・システムを通じた経験の可視
化、説明可能な知識化、それを通じた適切な現象の再現
性が向上する。その結果、現場やマネジメント層、さらに
他分野の各ステークホルダーの学習や相互理解も進むこと
から、AI と人の共進化が期待できる。こうした好循環が人
と相互理解できる AI の社会実装を早期に進める大きなメ
リットである。AITeC の活動により多くのユースケース開発
と人材育成が同時に進み、サービス分野（図 10）や製造
業分野（図 11）などでの事例が蓄積されている。

AI 技術の研究開発を効果的に進めるためには、AI 技
術の研究と産業応用としてのユースケース開発を同時並行
して進める戦略が重要になる。そのため、研究所の中に
産業応用を進めるステークホルダーを巻き込み、研究と同

時に実際の現場で様々なユースケースを開発し、実際に利
用する経験を積み重ねることのできる体制の形成と運営が
必要で、AITeC の共創的ユースケース開発が有効に機能
している。産総研の研究者が自身のシーズ研究のために、
AITeC の WG に参加してユースケースを異業種のメンバと
共同して開発した事例も生まれた。こうして開発された新
しいユースケースが蓄積され、この蓄積を効率よく管理す
ることで、AI 技術による効果の高いユースケースの特徴が
明らかになり、適用先の性質とのマッチングに応じたユース
ケースの分類も進む。AITeC ではユースケースを管理する
ためのフレームワーク、管理システムを独自のクラウドシス
テムとして構築し、トランスディシプリナリー型オープンイノ
ベーションによる共創的ユースケース開発と、その成果の波
及を促進する仕組みとして機能していたと言える。
5.3　データ知識循環型のサービス・システム構築

近年のインターネットを活用したサービス・システムの
発展は目指しく、その基本は利用者を ID により同定し、
Web のクリック履歴やネット上の購買履歴などのデータを

図 10  サービスでのユースケース（例）

図 11  製造業でのユースケース（例）
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集約し、その情報に基づいて、需要予測の精度向上を実
現し、サービスや物流の最適化を図るものである。物流
コストや欠品・機会損失などのリスクを低減し、顧客ベネ
フィットと生産性を向上できることが多くの実例により示さ
れている。これは従来の産業の多くが提供側から利用者
側へ製品を流通させて対価を得る、一方向的なプッシュ型
のシステム（サプライチェーン）であったのに対して、イン
ターネットを通じた利用者側から提供側へは、対価だけで
なく、顧客情報や行動履歴などのフィードバック情報が得
られるバリューチェーンであることが本質的な変化であっ
た。書店やアパレルといったインターネット化が進む分野の
急速な変化を見れば明らかであるように、提供側だけでは
なく、利用者側の情報も積極的に扱うことのできる循環型
バリューチェーンが、今後の競争優位性の鍵となることは
間違いない。今後さらに広い分野でキャッシュレスやシェア
リングサービスの普及が進むにつれて、この利用者側の情
報が提供側に容易に循環できるようになり、利用者側の情
報を活用した予測により不確実性にも十分対応できるサー
ビス・システムへと変化していくことが期待できる。サイバー
フィジカル化する社会においては、デマンド側からのフィー
ドバック情報を通じて、利用者側のニーズや状況を理解し、
潜在ニーズを発掘したり、健康や環境といった社会課題の
解決にも寄与できる可能性が生まれる。これまでの順方向
の製品を市場に提供する意味でのサプライチェーンだけで
なく、製品の利用現場や流通過程で起こる現象を実社会
ビックデータとして収集し、そこから価値（ベネフィット、リ
スクやコスト）がどのように生成されているのか、というこ
とを説明できる計算モデル、重要な対象を目的変数とした
説明変数との関係を構造とした確率モデルを構築・推論し
た結果を知識として活用するアプローチが実現できる。こ
れまでサプライチェーン一辺倒だった産業構造に利用者側
からのフィードバックシステムであるデマンドチェーンを付加
し、循環型のバリューチェーンにすることができれば、経
済活動を通じて得られる実社会ビッグデータによってデータ

と知識を循環し、リスクやコストを低減し、ベネフィットを
向上させることのできる高付加価値で生産性の高い進化型
のサービス・システムや産業構造へと大きく変えることが可
能になる（図 12）。

次にデータ知識循環型のサービス・システムの構築が可
能であることをAITeC の活動から検証する。電子マネーが
普及しキャッシュレス時代となると、これまでの現金では情
報としては購買の総額、集計値でしか把握できなかったと
ころが、利用者側の ID と、決済時刻、決済した場所など
が履歴として記録されるものとなる。AITeC では、この利
用者の IDとして、会員カードや来場者のリストバンドとして
RF-ID タグを配布し、決済時だけでないサービス利用中の
行動履歴や、健康サービスの利用ログ、測定結果を収集し、
確率モデルを構築する実証実験を、お台場でのサイエンス
アゴラという科学イベント [18][21] や、ビッグサイトでの大規模
展示イベント、有楽町での商業施設でのイベント [22]、大阪
工業大学との連携によるイベント [23]、千葉大学との連携に
よる健康イベントなどの複数の実証実験で実施した。この
成果は AI タッチラリーと名付けられたシステムと運用方法
論として一般化され、展示ブース約 100 箇所、来場者約数
千人への対応、リアルタイムでの分析結果を多数の現場ス
タッフへスマホにより可視化できることなどを確認し、コン
ソーシアム内の複数のプロジェクトで共有できるパッケージ
として確立した [21]。プライバシーの保護については、利用
者の ID を確率モデリング技術によってセグメント化し、セ
グメントごとに集計したミクロ集計データ（ミクロアグリゲー
ションデータ）として、個人の元のデータには戻せない状態
にすることで、安心して共有できる。データプラットフォーム
WG では、このセグメント単位でデータを連結、突合するこ
とで、これまでは難しかった金融データ、保険データなど
他業種のデータとも統合する実験を行い、新たなビジネスモ
デルの創出、起業にもつながった [24][25]。

構築した確率モデルを使った確率推論によって、来場者
セグメントの再来場確率や来場者数の変化や、これらの目

図 12　循環型バリューチェーン（サプライチェーンとデマンドチェーン）
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的変数を変化させるための条件が予測できるので、その来
場者セグメントにあった施策を適切に実施することで、来
場者の満足度を高め機会損失や無駄なコストを減少でき
る。今後、データ知識循環型のサービス・システムで収集
できた実社会ビックデータを十分活用し、広範な応用を可
能にするためには、企業内の限定的な活用にとどまらず、
データや構築した確率モデルを共有できるプラットフォーム
を構築し、複数の企業や自治体、経済団体など多機関と
連携し、実社会の問題解決を通じて事例と方法論を集積
することが求められている。そのために AITeC での事例
を広く共有し、大きな効果を上げるための共創的活動と、
持続的に運用できるプラットフォームを地域に展開し、人
材育成とも合わせて社会実装を進めていくこと、そのため
に観光 WG を地域支部に発展させることなどを計画してい
る。これにより、AI 技術だけでなく、それを受容し、活
用できる地域や社会との相互進化がさらに進むことが期待
される。

6　考察：人工知能技術導入加速のスパイラルアップ
AITeC の 5 年間の運営を通じて獲得された AI 技術の

社会実装を進めて、AI 技術と社会の相互進化への期待が
明らかになった。これは、社会的期待として議論されてい
る「情報循環の中でのピースミールに進化論的な変化」[26]

と言えるものに相違ない。
製造業や品質管理の文脈でこうした循環型の進め方とし

てデミングが創始したとされる PDCAサイクルがよく知られ
ている [27]。PDCAのような循環型の管理方法であっても、
新規のサービスやAI 技術を導入した新たなユースケースの
場合には、想定通りに効果が上がらない場合がある。コン
ソーシアムのプロジェクトでは、行動計画の立案（Plan）で
は、技術シーズとメンバが揃い受益者となるフィールドがみ
つかれば、たとえ収益性が不明確であっても自己財源の範
囲内で実行（Do）にうつすことができる。また、Check、 
Action の代わりに、実行した結果を、多様なステークホル
ダーの幅広い視座から探索的に評価（Evaluation）し、
その結果、その実行計画はもともとどんな意味を持ってい
たのかに立ち返り、その価値や背景にまで立ち返って、根
本からプロジェクトの位置付けも見直す。ステークホルダー
は、事前に特定できない場合や、プロジェクトの進行にし
たがい新たなステークホルダーの参入が必要となる場合も
ある。動的、自立的な組織構成はティール型組織 [17] とし
て不確実性が高まる現在、新しい組織モデルとして注目さ
れているものに近い。オープンイノベーション、価値デザイ
ンに関する問題意識から生まれた WG の議論においても自
立性の高さ、意思決定の速度が重要視されている [28]。

目的を共有するが、スキルセットや所属組織が異なるトラ
ンスディシプリナリー型のチームは従来型の固い組織モデ
ルよりも意思決定の速度、自立性が高く、実社会ビッグデー
タやシミュレーション技術により状況の変化や意思決定支
援が受けられる場合にはそのパフォーマンスの向上が大き
く期待できる。また、実行した結果もデータからの計算モ
デル化による可視化、シミュレーションにより深く掘り下げ
て振り返ることができるようになる。この振り返りは、各ス
テークホルダーが共有できることで、全体としてのメタ認知
やリフレクションを支援するものである。当初の目論見を初
期のモデルとすれば、それに基づくプランと実行を経た結
果を元に、そのモデル自体を関与する複数のステークホル
ダーが評価し、実社会ビッグデータからの確率モデリング
により再構築するリモデリングを促進することができる。こ
の繰り返しプロセスをPlan、 Do、 Evaluation、 Modelingの
ステップによる PDEM スパイラルと名付け、AI 技術の社
会実装を加速するための方法論として確立することを目指し
ている（図 13）。この持続的、漸進的なプロセスを用いて、
実社会ビッグデータと計算モデルを活用したシミュレーショ
ンを実行する技術、新たなステークホルダーを巻き込みな
がら価値創出のための新たな指標を探索する取り組みを進
化させ、再現性を高める仕組みや支援技術を開発すること
も今後の重要な課題である。

7　展望：コミュニティ・人材育成の観点
今後、デジタル化が進んだ事業体同士がつながって、組

織のモジュール化が進むと予想される。そして社会や産業
のサイバーフィジカル化が進むと、フィジカル空間における
従来のサービスが IT 化され、ソフトウェアとしてネットワー
ク化されるモジュールの組み合わせによって価値が出せる
時代になる。多数のモジュールの掛け算ができるようになる
と、そこで初めて生産性が向上する。そのためには、各モ
ジュールの互換性が高いことが必要である。早い時期に異
業種コミュニティをつくって、お互いのリソースを交換し、互
換性が高くなるような戦略を立てれば、産業構造変革の実
現性が高まる。このように産業がモジュールし、相互に接
続するネットワーク化は経産省から Connected Industries
というコンセプトとして示されている [29]。AITeC はこれをい
ち早く実現することを意識して、異なるスキルを持った異業
種のメンバによる共同プロジェクトの形成を促した。

コンソーシアムの活動を約 5 年実施した結果、参加メン
バの中から、WG リーダー、プロジェクトリーダーとなる人
材が継続的に現れている。当初から問題意識を持ってコン
ソーシアムに加入し、コンソーシアム内の他の WG のメン
バとして活動に参加する過程で、共通の問題意識と異なる
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スキルを持つメンバが数名集まるとプロジェクトが形成され
る。プロジェクトとして成立すると数ヶ月〜半年の期間、勉
強会、ワークショップ、調査、試行を一定期間行う。この
ようにプロジェクト活動が持続的に行えるようになり、メン
バの数が 10 名以上になると、新たなWG として独立する。
各プロジェクトや WG の活動を知り、類似事例を調査する
ことで、地域支部においても新たなプロジェクトを速やか
に立ち上げることが可能になった。地域支部は既存の WG
リーダーをゲストとして招聘し、新たな地域支部内の活動、
プロジェクトの支援も行っている。またこうした交流を加速
するために、年に 2、3 回、WG とプロジェクトをコンソー
シアム会員全体に紹介する定例報告会を開催し、新たな
メンバの参加も促している。また WG やプロジェクト毎に
SNS の利用や、会議室の利用、外部展示会への参加など
を事務局が支援している。

新たなプロジェクトや WG の創出、拡大が企業間や地域
支部との人的交流により自発的に行われることで、関心と
動機、スキルを持ったメンバが協調、共創できる機会、経
験が生まれ、自社の競争領域ではない協調領域での連携
事例が増加した。また参加メンバの多くから産総研の研究
者と日常的に交流し、AI 技術に習熟する機会を増やし、
プロジェクトリーダー経験や社外人材と協業を経験できるメ
リットは大きいとの評価も得ている。

さらに、こうした経験を共有したメンバ同士が、コンソー
シアム内の活動で実績と相互の信頼を育み、自社の案件に
おいても協調することとなり、従来考えられなかった体制
で競争領域においても協業する事例も現れている。それと
同時に産総研技術の社会実装事例も増加している。具体
的には、ビールの推薦を行うAI 応用アプリケーションを複

数企業が共同で開発、東京と神奈川の２店舗のレストラン
で行った実証実験、学生との連携事例である大阪工業大
学梅田キャンパスでのAI 自動販売機アプリや、お台場で
毎年行われるサイエンスアゴラ、東京ビッグサイトや都内商
業施設で実施した AI タッチラリーやAI デジタルサイネー
ジによる実証実験などがある [18]-[23]。これは、産総研技術
そのものだけでなく、技術を活用したユースケースやサービ
スの開発事例や技術導入事例、プロジェクトの外部への可
視化が可能になることの効果が大きい。実際、これらの実
証実験を体験した別の企業から新たな実証実験の依頼な
どが増加した。従来の産総研内の連携では、研究者や開
発者同士の横のつながりはあるが、社会実装のためにはそ
れに加え、技術の提供側と利用者側を結びつける縦のつな
がりが重要である。とくに機械学習分野ではデータが生成
される場所とアルゴリズムが開発される場所の間の距離が
物理的、人的に遠いため、この間をつなぐことのできる人
的ネットワークをどのように構築するかが重要なポイントで
あり、この点で共創的なユースケース開発や、多機関連携
での実証実験による事例の外部への可視化は有効に機能
した。

技術の社会実装やユースケースの開発は、科学における
ユニバーサルな真理の探求とは異なり正解が一つとは限ら
ないため、多様な価値観の並列的探索が重要になる。研
究者が陥りがちな個々の手法、技術やその背後のディシプ
リンの優劣の比較のみに時間を費やすのではなく、ステー
クホルダーそれぞれの技術と課題にとって適切なユースケー
ス、つまり再現性が高く、有効性のある事例を生み出すこ
とが自然と優先される。失敗も想定した試行を経て、再現
性と成功確率を高めるために、実証実験は異なるフィール

図 13　PDEM スパイラル
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ド、異なるメンバでも繰り返し行われる。そのためにクラウ
ドを活用して、個々の実証実験で得られた情報、知見の共
有が促進される。この共有のクラウドにより各 WG 間、地
域支部との交流も促進されるため、コンソーシアムの拡大
にも大きく寄与している。こうした活動によって、社会・産
業のサイバーフィジカル化を進めるための人材育成、スキル
向上、共有できる情報基盤整備、事例の蓄積が進んでい
る。今後は成功事例の生成プロセスのマニュアル化、情報
基盤整備のビジネス化、課題解決手法、コミュニティ育成
手法の標準化にも取り組み、異なる企業間、産業間の連
携にも展開していくことが重要であると考えている。

8　おわりに
産総研コンソーシアムという制度のもとで、実践的なコ

ミュニティづくり、継続的な実証実験の生成、成長のスパ
イラルを試行する取り組みとして、AITeC を仮説として設
定し、実装、定性的に検証した。インターネットが 1998
年以降から一般家庭でも使われ始め社会インフラとして定
着、その約 10 年後にはそのインターネットのインフラの上
にさらにスマートフォンやそのサービスが統合され、今や生
活には不可欠の情報サービスとして定着した。今後、さら
に社会のサイバーフィジカルシステム化、Society5.0 の実現
を進めるためには、情報技術そのものだけでなく、それを
進める産業人材の育成、基盤整備、異業種間の連携と、
研究コミュニティと実践、課題解決のためのコミュニティの
確立、発展が必要である。こうした異分野の交流、トラン
スディシプリナリー型の共創活動を定着させるために、これ
までにない経験を開始、展開するための場づくり、参加者
の共通のマインドセットの醸成を AITeC では実現できた。
従来の学会や、産業・事業共同体などの集合体に見られ
ない特色として、提供側と利用者側の連鎖がプロジェクト
内、プロジェクト間、異なるWG 間、異なる地域間にも波
及してきている。技術の社会実装とそれを拡大するために
は、従来の特定のコミュニティの壁を乗り越えるトランスディ
シプリナリー型の活動を可能にする場づくりと、実証実験
の可視化、プロジェクトを再現可能にする仕組み化、基盤
整備が有効であることが示された。

新しい枠組みへの発展、新規技術が適合するユースケー
スの開発を進めるためには、初期段階ではリスク、コスト
が高いかもしれないが、新たな可能性を経験するための実
証実験を継続的に行える仕組みが重要である。労働人口
減少が進む日本が今のままではいられないことは明らかで
あり、社会や産業の不確実性は今よりも高くなる。今まで
の経験が通用しないという前提で、我々はどのように意思
決定すべきなのか、を考えて AＩ技術の応用先を考えるこ

とが必要である。AI 技術の社会実装が進むと、そこから
新たなデータの集積が加速するため、これまでよりも格段
に高い精度、頻度でのデータ収集が可能になる。そこで、
本来的には将来何を実現するかという長期的目的を設定
し、その本来の目的のためのAI 技術が必要となる品質の
高いデータを取ることを考えて、初期のAI 技術を導入する
フィールドや利用方法（ユースケース）を考える戦略が重要
である。そのために、まず初期利用者を獲得し、初期に
実装した AI 技術により新しいデータを早く集める。すぐに
使える AI 技術を具体的なユースケースのもとでサービス・
システムとして構築し、早期に社会実装すること、そのた
めの分野融合型共創的エコシステム形成が有効であった。
また、従来のビジネスモデルや産業構造にとどまらず、そ
の枠を越えた AI 技術活用の社会実験の事例集積、新た
な活動と経験を通じたコミュニティと人材育成、技術評価
が行える環境を用意することも重要であった。さらに、そ
れを全国各地、幅広い産業分野に定着できるような共創の
場、情報基盤を新たな共有サービス・システムとして構築
することを全国に展開できれば、これからのサイバーフィジ
カル社会、Society5.0 に向けて我が国の産業競争力、生
活基盤強化を加速できるることが期待される。

用語の説明

用語1： サービス・システム：「提供者と受給者が価値を共創
するサービス」を実行するシステム。ここではサービス
学、サービス工学のシステムズアプローチが対象とする
系の中に人やITシステムも含めた全体のシステム。（参
考：http://ja.serviceology.org/events/doc/20121226_
foundation_arai1.pdf）

用語2： デジタルトランスフォーメーション：ITが浸透し、人々
の生活が良い方向に変化すること（エリック・ストルター
マン2004）。データとデジタル技術を活用して、製品や
サービス、ビジネスモデルを変革し、競争上の優位性を
確立すること。（参考「デジタルトランスフォーメーショ
ンを推進するためのガイドライン（DX推進ガイドライ
ン）」）

用語3： トランスディシプリナリー：Transdisciplinary, 分野を超
えて複数の専門家やステークホルダーが連携すること。

用語4： 第4次産業構造革命：IoT、ビッグデータ、AIをコアと
した技術革新による産業構造革命（参考：https://
www5.cao.go.jp/keizai3/2016/0117nk/n16_2_1.
html）

用語5： ティール型組織（進化型組織）：組織経営の進化形態
のうち進化がもっとも進んだ生命体としての特徴を持つ
もので、相互の信頼関係に基づき、目的実現に向けて
自立的に行動できることを特徴とする。

用語6： アジャイル型開発：素早く、俊敏に、短い開発期間（イテ
レーション）を反復する開発手法で、リスクを最小化し、
不確実性に適切に対応できるとされている。

用語7： リーン・スタートアップ：起業の方法論の一種で、新規
サービス・製品を最小コストで試作し、アーリーアダプ
ター（初期採用者）に提供して反応を計測し、その結果
からサービス・製品を改良、変更して顧客に受け入れら
れるものにしていくことで成功する確率を高めるもの。
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査読者との議論
議論1　論文全体
コメント（持丸 正明：産業技術総合研究所）

新しい知識を含んだ内容ですが、基盤技術と活動を紹介する
解説記事的な構成になっていて、論文の中核となる「Research 
Question」が何で、それをどう検証したかが読者に分かりにくいです。
査読者は、この論文の中核は「サービス（ニーズ）→データ→ AI 技
術（シーズ）」からなるサイクルであると理解しました。だとすれば、
この論文の Research Question は「このサイクルを実現する方策とし
て、新しいスタイルのコンソーシアム活動は有効であったか」というも
のだと思います。そして、その仮説検証の過程から「PDEM スパイ
ラル」という新しい枠組みが見いだされたと考察するのが良いでしょ
う（PDEM スパイラルという枠組みで考えることの有効性は、この論
文では検証し切れていないので、考察で論ずるにとどめる）。そのよ
うな論理構成で、論文全体の構成を組み替えてみてください。
回答（本村 陽一）

論理構成についてのご助言、誠にどうもありがとうございます。研

（エリック・リース『リーン・スタートアップ』伊藤穰一
訳、日経BP、2012年）
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究の起点、すなわち、達成されるべき社会像を Society5.0 であると
し、第 5 期科学技術基本計画を引用して「社会のサイバーフィジカル
システム化」が有効であることを冒頭で論じました。その上で、「社
会のサイバーフィジカルシステム化」を実現する方策としてのコンソー
シアム活動が有効であるという仮説、AITeC の実装、活動結果に基
づく検証という構造を明確化いたしました。

議論2　タイトル
コメント（持丸 正明）

論文のタイトル「人と相互理解できる AI 技術によるデータ知識循
環型社会の実現へのシナリオ〜産総研人工知能技術コンソーシアム
におけるトランスディシプリナリー型のオープンイノベーション〜」が、
本当に論旨にあったものなのか、再考ください。査読者は、副題の
方が論旨に近く、たとえば「データ知識循環型社会実現に向けたトラ
ンスディスプリナリー型オープンイノベーションの有効性 〜産総研人
工知能技術コンソーシアムの活動〜」のようなものではないかと思い
ます。
回答（本村 陽一）

ご指摘の点を踏まえて、主題と副題を入れ替え、また先行研究と
の接続性を高めることを目的として、「産総研人工知能技術コンソー
シアムにおけるトランスディシプリナリー型のオープンイノベーシ ョン
〜人と相互理解できる人工知能技術による Society5.0 実現へのシナ
リオ〜」と変更しました。

議論3　用語
コメント（持丸 正明）

この論文において利用者、提供者などのステークホルダーは極めて
重要です。本文中には登場しない「マネージャー」が図（PDEM の図）
中に登場したり、利用者に近い生活者や顧客という用語が登場したり
します。まずは、論理構成に必要なステークホルダーを整理し、それ
らを明瞭に使い分けるようにしてください。
回答（本村 陽一）

ステークホルダーを、人工知能技術が利用される状況でのものと、
オープイノベーションの場におけるもの、に分けて記述するように整理
と用語の統一を行いました。
コメント（持丸 正明）

タイトルにも含まれる「トランスディシプリナリー型」は、この論文
の後半で何度か出て参りますが、具体的にどの分野（discipline）を
横断する（trans-）のか、よく分かりません。学術分野を意味するの
であれば、知識循環型社会の実装において、どのような分野横断型
の取り組みが必要と考えるのか（仮説）と、コンソーシアム活動では
実際にどのような分野横断型の取り組みが行われ、それが成功の要
因となったのか（検証）を、もっとしっかり記載すべきです。この部
分は、この論文の中核的な箇所であると理解しています。
回答（本村 陽一）

トランスディシプリナリー型でチームを構成する必要性を目的共有
するステークホルダーの自律的な取り組み（ティール組織）として位置
づけ、AITeC における仮説、実装、検証と、考察のそれぞれの中
で議論する形にいたしました。
コメント（小林 直人：早稲田大学）

この論文で使用している AI という言葉ですが、AI＝ディープラー
ニング（機械学習）という理解でいいでしょうか。また AITeC が狙
う次「世代人工知能」はディープラーニングを超えて、確率的推論能
力を備えた新たな AI と考えていいのでしょうか。

また、「『人間と相互理解できる次世代人工知能技術研究開発』で
開発された確率モデリング技術の場合には、学習した結果はヒトが
理解しやすいものになる」と書かれてありますが、それは何故でしょ
うか？例えば、目的変数と説明変数を予め決めておくので、その枠を
超えた結論が出る可能性は低いので、ヒトが理解しやすいものにな
る、と考えていいのでしょうか？
回答（本村 陽一）

AI という語の使用に一貫性がなかったこと、説明不足の点、ご指
摘の通りと思います。人工知能技術のうちデータから学習する機械学
習、その中の計算モデル、その一つとしての確率モデルといった整理
を行い、人と相互理解できる人工知能技術の必要性と意義、参考文
献なども記載しました。「人が（現象を）理解しやすい」「人と相互理
解できる」という意味につきまして、現象と目的変数、説明変数、フレー
ムによる関係整理を行い加筆しました。

議論4　具体的事例の紹介
コメント（小林直人）

この論文では、AITeC の活動例として多数の WG の活発な活動
が説明されていて分かりやすいですが、そのうちの１〜２件で良いの
で、図８「AI 技術によるアプリケーション、サービスの実証」に示さ
れたような事例の実際の効果（数値を含む）や、産総研技術の社会
実装事例の実際の効果を示すと、大変説得力があると考えられるの
で、是非それを期待します。
回答（本村 陽一）

ご指摘の点を踏まえて、事例と参考文献を５章と８章に追加しまし
た。

議論5　人間の主体的関わり方
コメント（小林 直人）

この論文は、AI による「デジタルトランスフォーメーション」に実
現に向けた技術的課題の克服方法とその実証を示した貴重なもので
す。一方、今後、循環型バリューチェーンの中でデータ供給側にいる
人間の主体的な関わり方に、何か良いアイデアはないでしょうか。行
動することにより或いは情報を発信することにより、常に個人のデー
タが捕捉されていることは、社会生活上或いは政治上もあまり好まし
いことではないと思われます。プライバシー保護と言っても、現在で
はあくまでもデータ取得側の意向に依存するように思います。今後の
技術的な進歩により、データ供給側の主体性が保証されるような仕
組みが可能であるのか、ご意見をお聞かせください。
回答（本村 陽一）

データ供給側に立つ、「利用者」の役割がとても重要になると思い
ます。現在はデータ提供に同意をしないことで、利用者自身がプライ
バシー保護を優先することが可能です。しかし、そのような消極的な
態度では、便益を得る機会が失われるため、利用者自身がプライバ
シーの保護と便益のトレードオフを選択すること、そのために同意の
表明方法が重要になるかと思います。我々が行う実証実験では、こ
の同意の取得をできるだけ紙面によるものではなく、電子的に取得す
るようにしています。これは、今後、同意履歴のデータベースを利用
者自身で変更、編集できることを目指し、利用者、すなわちデータ供
給側が主体的に自身のデータ利用をコントロールできることを指向す
るものです。医療分野でもパーソナルヘルスレコードとして、利用者
が常時利用するサービスであれば、電子的に同意の再取得や変更が
容易になるため、今後、こうした利用者主体の進展が進むと予想して
います。




